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９月末学費滞納・中退調査 

経済的理由の中退増加 
 2024年９月末の「学費滞納と経済的理由

による中退調査」は、36都道府県345校の

高校（中学は26都道府県168校）分を集

約しました。全国の私立高校（全日制）のう

ち、学校数で26.6％、在籍生徒数で28.6％

に相当します。調査結果を11月20日（水）

に文科省で記者発表し、新聞社・テレビ局な

ど11社が取材しました。 

 3ヶ月以上の学費滞納生徒数は1724人、

滞納率は0.60％となり、前年の2125人・

0.68％から若干下降しました。一方、4月以

降9月末までに経済的理由で中途退学した生

徒は9都県43人で、前年の30人から13

人増加、割合も 0.005 ポイント上昇してい

ます。家計の状態から学納金の納入見通しが

立たずに、退学していく例が増加したと考え

られます。 

 東京と隣接県の比較の事例などを示し、自

治体間格差の現状も伝えました。「極めて深刻

な自治体間格差が教室の中でともすると生徒

間の分断に至りかねない状況を生みだしてい

る」「同じ国にもかかわらず「教育選択の自由」

が経済的理由で差別される実態となっており、

これを解消するためにも国の制度の拡充が求

められる」としました。 

 調査結果の発表資料は全国私教連のホーム

ページにアップしてあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国私私学助成をすすめる会  
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上 しんぶん赤旗 １１月２１日付 
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